
地方創生の取り組みが地域地域で持続可能なものとなることを目指して 

    

主 

旨 

○ 各自治体では、平成27年度より「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき、地方創生の取り組みを強化したところですが、それぞれに定めた2,060年の人口の
将来展望を実現させ、人口減少の負の連鎖を断ち切るためには、この地方創生の取り組みを持続可能なものとしていくことが必要です。 

○ そのためには、「地方創生」の推進を通じて生まれてきた新たな取り組みを「拡大再生産」のループに乗せ、より力強いものにしていくことが重要です。 
○ 高知県では、この考えの下、平成28年度から「地産外商」の取り組みをさらに強化するとともに、「拡大再生産」のための３つのポイント、①担い手の育成・確保 
②地域産業クラスターの形成 ③起業・新事業展開の促進 による取り組みを抜本強化しています。 

  この３つのポイントは、人口減少の負の連鎖に苦しむ自治体では、特に重要な取り組みであると考えています。 

○ ついては、国の各政策にこうした考え方を取り入れるとともに、地方における取り組みを支援していただきますよう、提言します。 

＜支援のポイント＞ 
○ 都市部の人材の地方への還流 
○ 特に、地産外商の拡大に伴いニーズが増えている中核
人材の都市部人材とのマッチング。特に都市部人材の
ストック 

【提 言】 
① 中小企業等の人材確保に関する総合的な支援対策の 
 充実 

国の支援を特にお願いしたい点 

＜支援のポイント＞ 
○ クラスター形成の核となる施設整備等への財政支援の
さらなる充実 
○ 商工会・会議所のサポートによるクラスターへの地域
の商工事業者の参画 

【提 言】 
② 小規模事業者の持続的発展をさらに拡大させるための  
 取組に対する支援 
③ 地域に根差した第一次産業クラスター形成による地方
創生への支援 

＜支援のポイント＞ 
○ 地方拠点強化税制の拡充強化 
○ スタートアップ時における事業資金の調達 
○ ビジネスプランの磨き上げやフォローアップのための
全国的な視点からの専門家のアドバイス 

【提 言】 
④ 地方への企業移転の促進 
⑤ 地方での新事業展開や小規模な起業の促進 
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希望就職地(n=194) 現状

※県外での就職を希望する理由
１位 希望の仕事があるから（58.1％）
２位 給与等の労働条件が良いから（46.2％）

高知県出身の県外大学生

○ 中核人材 
 ・ 事業承継・人材確保センター(※)への相談件数 
    H27年度244件、うち人材確保に関する相談137件 
 ・ 就職者数11人/登録求人数137人＝充足率8.0%（H27年度） 

    ※事業を継続・発展させていくために必要な人材の確保を支援するためにH27.4月に設置 

○ UIターン 
 ・ 就職者数32人/登録求人数872人＝充足率3.7%（H27年度） 

○ 休廃業・解散 
 ・ H26年度の休廃業等の件数は212件と、倒産件数51件の約4倍 

 

○ 正社員の有効求人倍率はいまだ0.57倍にとどまっており、特に若者の希
望が多い事務系職場は0.18倍と低い（H28.2時点） 
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（雇用保険関係事業所数の推移） 

課題１ 新たな動きに対応する中核人材等を十分に確保できていない 

課題２ 地域に若者が希望する仕事が少ない 

課題３ 持続的な発展のためには事業者の健全な新陳代謝が必要 

 
ポイント① 時間軸的な「拡大再生産」 

 

「担い手の育成・確保」 

 
ポイント② 量的な「拡大再生産」 

 

「地域産業クラスターの形成」 

 
ポイント③ 質的な「拡大再生産」 

 
「起業・新事業展開の促進」  
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拡大再生産のための３つのポイント 

 移住施策とも連動し、後継者や
担い手の育成・確保に取り組むこ
とにより、各産業の取り組みを継
続・発展させる 

 
 地域に根差した第一次産業や観
光などを核として、その周りに
様々な産業を集積させることによ
り、第一次産業から第三次産業ま
での多種多様な仕事を生み出す 
 

 起業や新事業展開を促進するこ
とにより、地域の持続的な発展を
もたらす 

平成28年４月高知県 

15～ 19歳と
20～24歳で社
会減の９割近
くを占める 

高知県の状況 
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○常に進化し続けることが必要 

新しい商品を開発 

類似の競合他社商品が誕生 

競争力が低下 

商品 
改良も 



（１）高知県の現状

（２）目指すべき方向

１ 高知県の現状と目指すべき方向

○人口動態の現状と分析 ⇒ 人口減少に伴う負の連鎖

○人口の将来展望(2060年)の見通し 約557千人

（１）総合戦略の位置付け

（２）地方創生に向けた本県の基本的な考え方

２ 総合戦略の位置付けと地方創生に
向けた本県の基本的な考え方

○負の連鎖の克服に向けた本県のこれまでの取り組み
○総合戦略の位置づけ

（１） 総合戦略の策定・推進に当たっての５つの視点

（２）進捗管理体制

◆総合戦略の策定にあたっての視点
① 川上から川下までの総合的な仕組みを構築・強化する
② 政策同士の連携を積極的に図ることで、相乗効果を発揮
し、プラスのスパイラルを生み出していく

③ 成果(アウトカム)を重視した数値目標の設定とPDCAサ
イクルによる徹底した進捗管理・バージョンアップを行う

◆総合戦略の推進に当たっての視点
④ 官民協働、市町村との連携協調により取り組みを進める
⑤ 県外とのネットワークを広げ、県外から多くの人材や
知恵、資本を呼び込む

○産業振興推進本部などの庁内組織、外部委員で組織する
「高知県産業振興計画フォローアップ委員会」において、
ＰＤＣＡサイクルにより取り組み状況を点検・検証

⇒必要な対策の追加、見直しを行い、毎年、改定

○基本目標の達成に向け、PDCAサイクルを回していくに当
たっては、次の３つの視点からチェック

①一つひとつの施策・事業について、ＰＤＣＡシートを作成
し、四半期ごとに取り組み状況を確認

②施策・事業がまとまった政策群ごとに、施策間の有機的な
連携（施策のパス回し）を確認

③政策群ごとに、目標達成に向けた状況を確認

●「地産外商」の取り組みをさらに強化し、
その流れを力強い「拡大再生産」の好循環につなげる

【基本的方向】
１.地産の強化
○農業、林業、水産業の振興 ○外商機会を逃さない食品加工のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ
○ものづくり力、商品力のさらなる強化 ○紙産業の競争力の強化
○地域アクションプランの推進 ○観光商品づくりの強化
２.外商の強化
○外商支援の全国展開 ○輸出促進の本格化
○県外・海外からの観光客の増加
３.「地産」「外商」の成果を「拡大再生産」につなげる
○担い手の育成・確保
○地域産業クラスターの形成
○起業や新事業展開の促進

第３期高知県産業振興計画（参照）

【基本的方向】
１.県内大学生等の県内就職の促進

県内高校生の県内就職率 75%  現状:62.3%(H27.3)
県内専門学校生の県内就職率 80% 現状:77.8%(H27.3) 
県内大学生等の県内就職率 42% 現状:35.2%(H27.3)
県出身の県外大学生の県内就職率 30%  現状:13.6%(H27.3)

２.県外からの移住促進
県外からの移住者数 1000組 現状:445組(H27.2)

【基本的方向】
1.中山間地域での小さな拠点の整備促進、都市のコンパクト化と周辺等の公共交通
ネットワークの形成
2.コンパクトな中心部と小さな拠点を衛星としたネットワークの形成

【基本的方向】
1.より多くの方が、より希望する時期に安心「結婚」「妊娠・出産」「子育て」できる社会の
構築

理想の子どもの数と現実に持ちたい子どもの数の上昇と差の縮小
現状：理想2.58人・現実2.17人（Ｈ26)

平均初婚年齢の年齢低下 現状：夫30.6歳、妻29.3歳（Ｈ25）

２.女性の活躍の場の拡大
高知家の女性しごと応援室における就職率 60％

現状：53.7％（H26)
ファミリー・サポート・センターの設置市町村数 13市町村

現状：１市（H26)

《基本目標と基本的方向》
《具体的な施策》

１.「地産」の強化
（1）農業の振興
①次世代型こうち新施設園芸システムの普及推進
②農地の確保（園芸団地の整備促進など）
③中山間農業複合経営拠点の整備、集落営農の推進

（2）林業の振興
①生産性の向上による原木の増産
②加工体制の強化(CLTパネル工場、集成材工場）
③小規模林業活動の推進

（3）水産業の振興
①効率的な沿岸漁業生産体制への転換
②日本一の種苗生産・中間育成拠点の形成
③新規漁場の開拓

（4）外商機会を逃さない食品加工のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ
①新事業創出に向けた新たなプラットフォームの設置
②商品づくりや生産管理高度化支援による市場ﾆｰｽﾞへの対応

（5）ものづくり力、商品力のさらなる強化
①ものづくり地産地消・外商ｾﾝﾀｰによる一貫ｻﾎﾟｰﾄ、事業戦略
の策定・磨き上げ支援

②防災関連産業の振興
③ものづくりの地産地消のさらなる推進

（6）紙産業の飛躍的な成長の促進
（7）地域アクションプランの推進
（8）観光商品づくりの強化
①歴史博覧会の開催を通じた歴史資源のﾘｱﾙ化と観光ｸﾗｽﾀｰ化
②地域博覧会の開催を通じた広域観光推進体制の確立
③外国人向け旅行商品づくりの抜本強化
④アウトドア拠点の整備

２.「外商」の強化
（1）外商支援の全国展開
①地産外商公社を中心とした食品分野の外商拡大
②高知家プロモーションとの連動による外商の加速化
③ものづくり地産地消・外商センターによる外商促進（東京営業本
部の設置）

④<農業>規模に応じた販路開拓、加工専用素材ﾆｰｽﾞへの対応
<林業>木材需要の拡大(CLTの普及、低層非住宅建築物の

木造化の推進）、県外流通拠点を活用した取引拡大
<水産業>「高知家の魚応援の店」等を活用した取引拡大

（2）輸出促進の本格化
①国・地域別の輸出拡大 ②品目別の輸出拡大

（3）県外・海外からの観光客の増加
①効果的なセールス＆プロモーションの展開
②国際観光の推進

３. 「地産」「外商」の成果を「拡大再生産」につなげる
（1）担い手の育成・確保

①「事業承継・人材確保センター」による中核人材の確保や円滑
な事業承継のサポート

②農業担い手育成センター、林業学校による人材育成・確保
③産地提案型を核とした園芸産地の担い手確保対策
④民間企業や漁協が行う漁業の担い手の育成の支援

（2）地域産業クラスターの形成
①各分野における地域産業クラスターの形成
②さらなる設備投資による事業拡大

（3）起業や新事業展開の促進
①産学官民連携センターにおける起業支援
②新たな相談窓口の設置など支援策の抜本強化

1.中山間地域と都市の維持・創生
(1)小さな拠点の設置
①集落活動センターの普及・拡大、取り組みの支援
②あったかふれあいセンターの整備・機能強化

(2)中山間地域の資源や特性を生かした産業づくりの支援
(3)鳥獣被害対策の推進
(4)中山間地域の生活支援

１.より多くの方が、より希望する時期に安心して「結婚」「妊娠・出
産」「子育て」できる社会の構築

（1）より多くの方の「結婚」「妊娠・出産」「子育て」の希望をかなえる
①民間企業等と協働した少子化対策の新たな展開
②総合的な結婚支援策の抜本強化

（2）より早く、「結婚」「妊娠・出産」「子育て」の希望を叶える
①結婚や子育てを支援する機運の醸成
②総合的な結婚支援策の抜本強化【再掲】

（3）理想とする子どもの人数の希望をより叶える
①第１子の壁の解消に向けた取り組み
②第２子の壁の解消に向けた取り組み
③第３子の壁の解消に向けた取り組み

※高知県産業振興計画フォローアップ委員会の構成
産・官・学・金・労・言の広範な分野の委員が参画

各産業分野における産出額等の増加
雇用の創出 4000人（Ｈ28～Ｈ31の４年間）

現状:H21～27の７年間で県が定量的に把握5,491人

集落活動センターの開設数 80ヵ所 現状:17ヵ所（Ｈ26）
あったかふれあいセンターの整備 34市町村53ヵ所

現状:28市町村38ヵ所（Ｈ26）

(5)中山間地域の未来を担う人材の育成・確保
(6)都市部の経済・生活圏の形成

2.コンパクトな中心部と小さな拠点を衛星としたネットワークを
県土全域にはりめぐらせる

２.女性の活躍の場の拡大
（1）家庭における男女共同参画の推進
①男女共同参画に向けた啓発の強化

（2）地域における子育て支援の充実
①多機能型の家庭的保育等事業所の設置・拡大
②ファミリー・サポート・センターの充実

（3）多様なニーズに応じたの就労支援
①高知家の女性しごと応援室によるきめ細やかな就労支援

(4) 男女がともに働きやすい職場づくり
①民間企業等におけるワーク・ライフ・バランスの推進
②経済団体等と連携した女性の登用・継続就職の促進
③女性の活躍を経営戦略の視点で理解、行動してもらうた
めの啓発

地産外商が進み、地域地域で若者が
誇りと志を持って働ける高知県

高知県まち・ひと・しごと創生総合戦略＜平成28年度版＞の構成

目指す姿

地産外商により安定した雇用を創出する基本目標１

新しい人の流れをつくる基本目標２

若い世代の「結婚」「妊娠・出産」「子育て」の
希望をかなえる、女性の活躍の場を拡大する基本目標３

コンパクトな中心部と小さな拠点との連携
により人々のくらしを守る基本目標４

３ 総合戦略の効果的な推進

４ 基本目標と基本的方向、具体的な施策

地産外商により安定した雇用を創出する基本目標１

数値目標

新しい人の流れをつくる基本目標２

平成31年に社会増減をゼロにする
現状:▲1,966人(Ｈ21～H27の平均（Ｈ22を除く））

数値目標

若い世代の「結婚」「妊娠・出産」「子育て」の希望を
かなえる、女性の活躍の場を拡大する基本目標３

合計特殊出生率 1.61 現状:1.45(H26)数値目標 new

new

高知県産業振興計画

コンパクトな中心部と小さな拠点との連携により人々
のくらしを守る基本目標４

数値目標

それぞれの施策でＫＰＩを設定

１.県内大学生等の県内就職の促進
（1）学生への情報発信
①県内企業情報の提供の仕組みの確立
②協力企業等の積極的な開拓

（2）高知の企業等を知ってもらうための取り組み
①学生が企業を知る場の提供
②保護者に対する情報提供

（3）高知の企業等への関心を高めるための取り組み
①インターンシップなどマッチング支援
②県内企業と大学生との交流の場づくり

（4）高知の企業へ就職してもらう ための取り組み
①求職者と求人企業とのﾏｯﾁﾝｸﾞ
②奨学金を活用した産業人材確保

new 主なKPI

２.県外からの移住促進
（1）高知を知って・好きになってもらうための取り組み
①マス・ターゲットを対象にした情報発信の強化
②潜在的な移住関心層を対象とした情報発信の強化

（2）移住に関心を持ってもらうための取り組み
①高知ファンに対する情報発信の強化
②顕在的な移住関心層を対象とした情報発信の強化

（3）主体的な行動に移ってもらうための取り組み
①関心から相談、暮らし隊会員への誘導の強化
②人財が人財を呼ぶ好循環を仕掛けていく取り組みの展開

（4）移住について真剣に考え決めてもらうための取り組み
①相談から移住までの誘導の強化
②各地域における移住希望者の受入体制のさらなるレベルアップ

（5）安心して住み続けてもらうための取り組み
①移住後のフォロー体制の強化

new 主なKPI

new 主なKPI

new 主なKPI

new 主なKPI
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4,393
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外商の成約件数（単位：件） 成約金額（単位：億円）

約4.7倍に増加！約25倍に増加！

H28年1月には過去
最高の1.05倍に

ものづくり地産地消・外商センターの
一貫サポートにより外商が大きく前進

防災関連産業が
新たな産業として大きく成長
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約16倍に増加！ 約26倍に増加！

成約件数

防災関連登録製品の販売額（単位：億円）センターの外商支援による受注金額（単位：億円）

地産外商公社等のサポートにより外商が飛躍的に拡大

各分野で地産外商が大きく前進

地産外商の拡大などにより新たな雇用が増加

15.4

有効求人倍率

出典：厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」

経済全体は良い方向に向かっている

（千人）

出典：高知労働局（労働市場月報）

各分野の産出額等が上昇傾向に転じる

成約件数のうち、定番採用件数
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木材・木製品製
造業出荷額等

原木生産量

沿岸漁業生産額

製造品出荷額等

観光総消費額

県外観光客入込数

食料品製造業出荷額等

各分野の主な指標における
平成18年を1とした増減率

産業振興計画

生産年齢人口が減少を続ける中、

各指標は上昇傾向に転じる

農業産出額

生産年齢人口

点線は見込
値

長年の減少傾向
（たとえば農業産出額はH5
年、製造品出荷額等はH7か

ら右肩下がり）

水産加工出荷額

被雇用者数県が定量的に把握できているものだけでも以下の
雇用を創出。これ以外にも、観光振興や地産外
商の拡大により多くの雇用創出が見込まれるところ
〇地域アクションプラン(H21～H26) ：1,074人
〇企業立地(H21～H27.7月) ：1,970人

［フル操業時の雇用創出計画値］

〇設備投資促進事業(H24～H26) ： 77人
〇成長分野育成支援事業(H21～H26)  ： 133人
〇第一次産業の新規就業者(H21～H26)：2,092人
［農業1,337人、林業493人、水産業262人］

〇その他
(次世代施設園芸団地,木質バイオマス発電所等※)： 145人

※今後の計画を含む

高知県産業振興計画の取り組みによる成果
［第１期：平成21年度～23年度 第２期：平成24年度～27年度］

県民所得の推移
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出典：県民経済計算報告書（高知県）



第３期高知県産業振興計画の戦略

地 産 外 商

地産 外商

第３期計画は、
「飛躍への挑戦」を
新たなステージへ!

【成果】
地産外商が進み、長年
にわたって減少傾向にあっ
た各分野の産出額等が
上昇傾向に転じる

第３期産業振興計画

【課題】
「地産」と「外商」の取り組
みは拡大してきたが、さら
に、より確実に「拡大再生
産」につなげられるかどうか
がこれからのポイント

外商

新技術の導入等により
地産をさらに強化！

全国や海外への販
路開拓等により外商
をさらに強化！

地産

第１次産業から第３
次産業までの多様な
仕事を地域地域に数
多く生み出す

「地産外商」の取り組みをさらに強化し、
その流れを力強い「拡大再生産」の好循環につなげることを目指す!

強化ポイント③
質的な拡大再生産

「起業や新事業展開の促進」

強化ポイント②
量的な拡大再生産

「地域産業クラスターの形成」

強化ポイント①
時間軸的な拡大再生産

「担い手の育成・確保」

次の3つのポイントで施策を抜本強化することにより、「拡大再生産」への流れをより大きなものにしていく

これまで

拡大再生産
に向けた施策の強化



小規模林業
推進協議会

高性能林業機械
路網整備 森の工場

林業学校

苗木の生産

第３期高知県産業振興計画
全体の展開図

《飛躍への挑戦を新たなステージへ！》
●第３期計画では「地産外商」の取り組みをさらに強化するとともに、その流れをより力強い「拡大再生産」の好循環につなげるための取り組みを抜本強化
●この拡大再生産では「担い手の育成・確保」「地域産業クラスターの形成」「起業や新事業展開の促進」の３つを特に重要なポイントとして強力に推進

第
一
次
産
業

第
二
次
産
業

第
三
次
産
業

地産

農
業

林
業

水
産
業

観
光

コ
ン
テ
ン
ツ
等

食
品
加
工

も
の
づ
く
り

大規模施設
園芸団地

高軒高を中心とする
大規模次世代型ハウス

低コスト耐候性等の
中規模次世代型ハウス

既存型ハウスへの
環境制御技術導入

収
量

U
P
！

次世代型こうち新施設園芸システム ＋

新たな技術の普及により、高
品質・高収量を実現

複合経営
拠点

集落活動センター
（法人）など

農業複合経営部門

次世代型施設園芸

中山間に適した
農産物生産

畜産基地 庭先集荷

加工所 直販所 農家レス
トラン

担い手確保・育成

健康づくり活動

防災活動

生活支援サービス

安全・安心サポート

農地・管理部門

農地集積

機械共同利用

拠点を支える協議会

生産者

生活を守る活動

中山間農業複合経営拠点

・６次産業化の推進

・農地の確保
(園芸団地の整備等)

森の資源を余すこと
なくダイナミックに活
用

外商

←C材・D材(低質材)
バイオマス利用

おおとよ製材
＋製材工場の強化

ラミナ工場＋集成材工場
・ＣＬＴパネル工場の整備

バイオマス発電の拡大

A材（良質材）→
建築用材

←B材（中質材）
ラミナ用材

紙産
業

・新素材の製品・技術の開発

・土佐和紙等のブランド化

全庁体制による企業立地の実現

第一次産業
食品加工

輸出促進の本格化
海外

・ユズ・土佐酒の輸出拡大
＋土佐材、養殖魚、農産物等の輸出に挑戦

・大手卸売業者や高質系量販店
等とのネットワーク強化

・高知家プロモーションとの連動による外商の加速化

地域産業クラスターの形成

点から面へ。多様な仕事を数多く創出する

生産
一次加工

二次加工

物流拠点

ﾚｽﾄﾗﾝ・
直営所

etc

観光・体験

地域に根差した
第一次産業

その他の
クラスター

観光クラスター

第一次産業
クラスター・商品づくりや生産管理の高度化支援による市場ニーズへの対応

・各産業分野の事業者が参画するプラットフォームの設置

産学官民連携センターにおける起業支援

継続的に新たな挑戦が行われる環境をつくる

産業人材の育成

移住促進

第一次産業の
担い手確保

事業承継
人材確保

・移住・交流コンシェルジュ
・多様な移住ツアー
・高知版CCRC

・事業承継・人材確保センター

担い手の育成・確保

相
互
に
連
動 ・農業担い手育成センター

・林業学校 など

拡大再生産

・新たな総合相談窓口の設置
・支援策の強化（小規模な企業立地の推進 等）

”おもてなし”でリピーター化

・地域周遊を促す観光サポートアプリの提供
・外国人観光客の受入環境の整備

積極的なセールス＆プロモーション

・国内外のマスメディアを活用した情報発信
・「よさこい」の海外向けプロモーションの展開
・コンベンション等の誘致強化
・スポーツツーリズムの推進

歴史と食を一体的に連動させた戦略的な観光地づくり

・歴史を中心とした博覧会の開催を通じた歴史資源のリアル化と観光クラスター化
・地域博覧会を通じた広域観光推進体制の確立 ・アウトドア拠点の整備
・外国人向け旅行商品づくりの抜本強化

ものづくり力、商品力をさらに強化

外商機会を逃さない食品
加工のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ

「本物と出会える高知
観光」の実現

・［農］規模に応じた販路開拓
＋加工専用素材ニーズへの対応

・［林］県外流通拠点
・［水］消費地市場

＋高知家の魚応援の店等を活用した取引拡大

機械系ものづくり
（防災関連産業含む）

紙産業の振興の飛躍的な推進

起業や新事業展開の促進

漁業の構造改革を進め収
益性を向上

・沿岸漁業生産体制の効率化 ・養殖魚の人工種苗量産体制の確立

・水産加工の高度化（HACCP対応等）

国内

外商支援の全国展開

事業化プ
ラン策定

試作開発
製品改良

販路開
拓・拡大

設備投資
雇用創出

一貫サポート

東京営業本部
の新設

・防災関連製品の海外展開

コンテンツ関連企業、事務系職場の集積拡大

＋ 事業戦略の策定・磨き上げ支援

低層非住宅建築物の木造化、ＣＬＴの普及等

企業立地
等

・観光創生塾

需要拡大

原木増産

地産外商公社

ものづくり地産地消・
外商センター

素材生産業者
森林組合 小規模林業

観光商品
をつくる

売るもてなす

歴史を中心とした博覧会

国際観光

企業立地補助制度 ＋ 人材確保・育成支援の強化
（アプリ開発等の研修、雇用後の人材育成への支援等）

・集落営農の
推進

＋
新卒大学生等の県内就職の促進

プランの磨き上げ支援

支援策の強化

起業学び アイデア
ビジネス
モデル

起業関連
講座

ｱｲﾃﾞｱｿン
知財ﾏｯﾁﾝｸﾞ

連続講座 ビジコン

・ものづくりの地産地消の推進

後継者や担い手を育成・確保し、取り組みを継承・発展さ
せる

ﾎﾟｲﾝﾄ①

ﾎﾟｲﾝﾄ②

地域アクションプランの推進 H28:234件のプランを推進 ・地域地域で地域資源を活かした
食品加工、観光商品づくり等を推進 ・外商に挑戦 ・地域アクションプランを土台とした地域産業クラスターの形成

ﾎﾟｲﾝﾄ③


